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⾦融機関向けウェビナーシリーズ第１回

⼊⾨: 気候変動を知る
〜最新の科学的知⾒と資本主義の動向〜



本⽇のトピック

・気候変動の科学的理解

・国内外の気候政策

・サステナビリティと資本市場
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⼊⾨: 気候変動を知る

⽬的：気候変動とそれをとりまく資本市場に関して、理解を整理する。
→共通の認識にもとづき、コミュニケーションを円滑化。
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トピック１

気候変動の
科学的理解



内容
{多様なステークホルダーとの気候変動に関する対話にあ

たり、前提として持っておくべき気候変動の科学的知⾒
について紹介

キーワード
{気候変動、地球温暖化、温室効果ガス
{IPCC (Intergovernmental Panel on Climate Change)
{緩和・適応

本セッションのテーマ：気候変動の科学的理解
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気候変動(Climate Change)

各地における⻑期にわたる気象（気温・降⾬な
ど）の平均状態。

the regular pattern of weather conditions of a 
particular place

気候 Climate 

⼤気の状態および⾬・⾵・雷など、⼤気中の諸
現象。

the condition of the atmosphere at a particular 
place and time, such as the temperature, and if 
there is wind, rain, sun, etc.

気象 Weather 

https://www.theguardian.com/environment/2019/may/17/why-the-guardian-is-changing-the-language-it-uses-about-the-environment

Climate Change
Climate Crisis

Global Heating

Global WarmingClimate Emergency
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頻発する異常気象

https://www.science.org/doi/10.1126/science.abi7339

From a period to a cohort perspective on extreme event exposure
(Science誌より)

⼭⽕事、農作物の不作、⼲ばつ、河川氾濫、熱波、
熱帯低気圧の発⽣をシミュレーション

●1.5℃シナリオ
●2℃シナリオ
●現在の軌道

現在の若い世代や将
来世代は、⾃然災害
に遭う確率が⾼まる
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頻発する異常気象

(令和3年版環境⽩書より)
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気候変動の当事者意識

(ピュー研究所レポートより)

⼈⽣で、気候変動による悪い影響
に個⼈として直⾯すると考える⼈
は、⽇本で74%(世界の中央値で
72%)

「⾮常にそう思う」と回答した⼈の割合
は、2015年⽐で他の多くの国で上昇す
る⼀⽅、⽇本では⼤幅に減少
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気候変動による影響

第⼀次産業、⽣態系、熱中症、感染症
など、様々な影響が起き始めている
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2021年8⽉、IPCC 第6次評価報告書の第1作業部会の報告が公開。

「疑う余地がない」

⼈間の影響が⼤気、海洋及び陸゙域を温暖化させてきたこと
には疑う余地がない。
It is unequivocal that human influence has warmed the atmosphere, ocean and land.

IPCC AR6 WG1 SPM(A1) 

アントニオ・グテーレス国連事務総⻑は、
「IPCCのレポートは、⼈類へのコード・レッド(⾮常事態発⽣
を告げる合図)」と発信。
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IPCCが⽰したこと

⼈間の影響により、少なくとも過去2000年のうちに前例がないスピードで気
候が温暖化している。

History of global temperature change and causes of recent warming
(IPCC AR6 WG1 SPMより)



地球温暖化を2°Cまたはそれ以上ではなく、1.5°Cに抑制することには、
明らかなメリットがある
→最新のレポートでは、
早ければ2030年に1.5℃上昇する可能性
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IPCC 1.5℃特別報告書 (2018年)

(IPCC SR1.5 SPMより)

サンゴ 沿岸地域の
氾濫

陸域⽣態系 河川氾濫マングローブ
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Hothouse Earth

産業⾰命前の気温から2度上昇を境に、地球の気候システムが変化し、
過去に例を⾒ないホットハウス・アース期に突⼊する
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温暖化のメカニズム

(気象庁HPより)

⼆酸化炭素 メタン ⼆
酸
化
窒
素

フ
ッ
素
系
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地球温暖化を引き起こすもの

19世紀半ばから、温室効果に関する研究は⾏われていた
1861年には、アイルランドの物理学者ジョン・ティンダルが⼆酸化炭素など温室効果を持つと考えら
れるガスを特定した
1957年 国際地球観測年(IGY)
1957〜1958年にかけて、世界的な地球物理現象の観測が実施。ハワイの観測所にてアメリカの化学者
チャールズ・D・キーリングは、継続的な⼤気中のCO₂レベル測定をスタート
1985年 フィラハ会議
国際科学会議、世界気象機関(WMO)、国連環境計画(UNEP)が1985年に開いた会議。科学者による気
候変動と温室効果ガスの関係についての議論は、世界に気候変動問題を認識させるきっかけとなった
1988年 IPCC(気候変動に関する政府間パネル)設⽴
WMOとUNEPにより1988年に設⽴された政府間組織

https://roadtoparis.info/2014/09/05/history-climate-change-research/

WG1
⾃然科学的根拠

WG2
影響・適応・脆弱性

WG3
緩和

TFI
国別温室効果ガス
インベントリ
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温室効果ガス

ガスの種類によって、吸収する熱の量
や寿命が違い、温室効果は異なる

種類 地球温暖化係数(GWP・100年) おもな発⽣源

CO2 1.0 化⽯燃料

CH4(化⽯燃料) 29.8 採掘

CH4(その他) 27.2 ⽔⽥・家畜・埋⽴

N2O 273.0 化⽯燃料・⼯業

(IPCC AR6 WG1を参考にCDP作成)

⼆酸化炭素 メタン ⼀
酸
化
⼆
窒
素

フ
ロ
ン
類
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温室効果ガス関連のデータ

温室効果ガス排出の7割以上がエネルギー起源
発電や熱の⽣産に伴う排出が多くを占めている

農業、林業、
その他⼟地利⽤

廃棄物

⼯業プロセス

エネルギー燃料

電気・熱
輸送

製造・建設
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温室効果ガス関連のデータ

CO2排出最⼤の国は中国、ついでアメリカ（⽇本は5番⽬）
国によって１⼈あたりの排出量は⼤きく異なる
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緩和・適応

緩和…温室効果ガスの排出を抑制するなど、温暖化を最⼩限に抑える
緩和策の例

適応…気候変動による影響を理解し、被害を回避・低減する
適応策の例

再⽣可能エネルギー CCS・CCUS

(資源エネルギー庁HPより)

(環境省HPより)

移住 クールビズ
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まとめ

温暖化に伴う気候変動により、⾃然災害の頻発化・激甚化
地球は過去に例がないレベルにまで温暖化している
⼈間活動が温暖化に影響していることは「疑う余地がない」
産業⾰命前からの温度上昇を1.5℃に抑える努⼒が必要
温暖化の原因と考えられる温室効果ガスはおもに⼆酸化炭素

次回は、以下を含め温室効果ガスの排出削減に向け、企業が取り組むべき排出量
の把握⽅法について、紹介します。
カーボンアカウンティング
スコープ1, 2, 3
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トピック２

国内外の気候政策



本セッションのテーマ：国内外の気候政策

22

内容
{気候変動に関する国際的なルールや、各国の取り組みに

ついて再整理する

キーワード
{気候変動枠組条約、COP
{京都議定書、パリ協定
{海外の気候政策
{⽇本の気候政策



23

気候変動枠組条約(UNFCCC)

1992年 ブラジル・リオ開催の国連環境開発会議(地球サミット)で採択
1994年 発効
気候システムに対する危険で⼈為的な⼲渉を防ぐレベルで、温室効果ガスの⼤
気中の濃度を安定化することが⽬的

COP CMP
CMA

SBI

SBSTA気候変動枠組条約
締約国会議

京都議定書
締約国会合
パリ協定
締約国会合

実施に関する補助機関

科学上及び技術上の助⾔
に関する補助機関
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COP(気候変動枠組条約締約国会議)

1994
UNFCCC

発効

1995 COP1 @ベルリン

1997 COP3 @京都

2010 COP16 @カンクン

2015 COP21 @パリ

2021 COP26 @グラスゴー

COP27 エジプト
COP28 アラブ⾸⻑国連邦

先進国に対し、温室効果ガス
排出削減が義務付けられる

途上国にも排出削減を求める国際
的な枠組み「カンクン合意」

先進国・途上国ともに、気温上昇
を産業⾰命前に⽐べて２℃未満に
抑える⽬標
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京都議定書 (1997年)

1997年 COP3で採択 → 2005年 発効
気候変動枠組条約では具体的な削減⽬標について規定なし
→先進国全体で少なくとも5%削減(第⼀約束期間・2008〜2012年)

削減⽬標
(1990年⽐) 国名

-8% EU
-7% アメリカ
-6% ⽇本、カナダ、ハンガリー、ポーランド
-5% クロアチア
0% ニュージーランド、ロシア、ウクライナ
1% ノルウェー
8% オーストラリア

10% アイスランド

第⼆約束期間(2013〜2020年)に、⽇本、
アメリカ、カナダ、ロシアなど参加せず。
2010年のCOP16にて、各国が⾃主的に削減
⽬標を定める「カンクン合意」が採択。

各国の温室効果ガス削減⽬標(第⼀約束期間)

「共通だが差異のある責任」
→途上国は削減の義務を負わない
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パリ協定 (2015年)

2015年 COP21で採択 → 翌年 発効
産業⾰命前からの平均気温上昇を2℃より⼗分低く保ち、1.5℃までに抑える
努⼒を追求
今世紀後半にはカーボンニュートラル（純排出ゼロ）を達成
各国は、それぞれの削減⽬標を作成・提出・維持し、達成に向けて国内対策
をとる(削減⽬標は5年毎に⾒直し) また、⻑期の低排出開発戦略の策定・提出
に努める
途上国も含めた196の国・地域が対象
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国別の削減⽬標(NDC)

Nationally Determined Contribution(国が決定する貢献)

国名 NDC

⽇本 2030年に▲46％(2013年⽐)、
さらに50％の⾼みに挑戦と表明

アメリカ 2025年に▲50〜52％(2005年⽐)
カナダ 2030年に▲40〜45％(2005年⽐)
EU 2030年に▲55％(1990年⽐)
英国 2030年に▲68％(1990年⽐)

中国 2030年までにピーク達成、
GDP当たりCO2排出▲65%(2005年⽐)

韓国 2030年▲40％(2017年⽐)と表明

各国の温室効果ガス削減⽬標(2021年11⽉時点)
NDC統合レポート(2021年2⽉)では、
2020年末までの各国
のNDCのレベルでは、
1.5℃⽬標を達成する
ために必要とされる約
45%の削減には⼤き
く及ばないと評価
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COP26

2021年10⽉31⽇〜11⽉12⽇に、英国・グラスゴーで開催
新型コロナウイルス感染症の流⾏のため、2年ぶりのCOP
会期延⻑の末、成果⽂書として「グラスゴー気候合意」が採択

21.Recognizes that the impacts of climate change will be much 
lower at the temperature increase of 1.5°C compared with 
2°C ...

29. ... revisit and strengthen the 2030 targets in their 
nationally determined contributions as necessary to align 
with the Paris Agreement temperature goal by the end of 
2022 ...

36. ... accelerating efforts towards the phase-down of 
unabated coal power and inefficient fossil fuel subsidies, 
recognizing the need for support towards a just transition ...

そのほか、途上国への資⾦⽀援の拡充(年1000億円の達成とさらなる増加)や
国際排出枠の取引ルールについて合意
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ネットゼロ⽬標

⽇本も2021年5⽉に
地球温暖化対策法の
改正により、2050年
までの脱炭素社会の
実現が明記
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EU

2019年12⽉「欧州グリーンディール」を発表→2050年までに気候中⽴

10年間で1兆ユーロ(約120兆円)の投資計画
→欧州グリーンディールの資⾦供
給メカニズムとして機能

2021年以降のEU中期予算(約1.8兆
ユーロ)のうち、3割ほどが気候変動
分野での対策に当てられる
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英国

2020年11⽉、ジョンソン⾸相のもと「10-Point Plan」を発表
120億ポンド(約1.7兆円)の政府⽀出と、それに誘発される420億ポンド(約5.8
兆円)の⺠間投資

10の重点分野→25万⼈の雇⽤創出・⽀援

洋上⾵⼒ ⽔素 原⼦⼒ EV 公共交通機関

空輸・海運技術 建築物 CCUS ⾃然 イノベーション・
⾦融
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アメリカ

2019年11⽉、トランプ前⼤統領はパリ協定からの離脱を表明
→バイデン政権のもと、2021年2⽉にパリ協定へ復帰

2021年4⽉には、気候リーダーズサミットを主催
→COP26に向け、世界の気候変動対策の議論に⼤きなインパクト

各国のより野⼼的なNDCへの引き上げに貢献

2021年3⽉に8年間で2兆ドル(約220兆円)の「⽶国雇⽤計画」を公表
→EVや交通インフラ、クリーンエネルギーなどが含まれる
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⽇本

「2050年カーボンニュートラルへの挑戦は⽇本の新たな成⻑戦略である」

2020年12⽉、経産省が中⼼となり「2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成⻑戦略」を策定(→14の重要分野について実⾏計画)
NEDO(新エネルギー・産業技術総合開発機構)に2兆円のグリーンイノベー
ション基⾦を造成
エネルギー
関連産業

洋上⾵⼒・太陽光・
地熱

⽔素・
燃料アンモニア 次世代熱エネルギー 原⼦⼒

輸送・製造
関連産業

⾃動⾞・蓄電池 半導体・情報通信 船舶 物流・⼈流・
⼟⽊インフラ

⾷料・農林⽔産業 航空機 カーボンリサイク
ル・マテリアル

家庭・オフィス
関連産業

住宅・建築物・次世
代電⼒マネジメント 資源循環関連 ライフスタイル関連
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アジア

中国
「2030年より前に⼆酸化炭素の排出のピークを迎え、2060年より前にネッ
トゼロを達成」(2020年9⽉)
インド
「2070年までにネットゼロを達成」(2021年11⽉)

(産経新聞より) (⽇本経済新聞より)
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まとめ

気候変動枠組条約の締約国会議(COP)は毎年開催
京都議定書(先進国のみ)→パリ協定(途上国も含めた全ての国)
パリ協定に基づく中期⽬標・⻑期⽬標
→⽇本は2030年46%削減(2013年⽐)、2050年カーボンニュートラル
⽬標達成に向けて各国の政策が急展開→「温暖化対策は成⻑戦略」

特別講座(12/2)では、ネットゼロのためのグラスゴー⾦融同盟(GFANZ)な
ど、⾦融機関が進めるグローバルな取り組みについて紹介します。
また、上級編(来年2⽉)には、CDPや関連するSBTやRE100など⾮政府アク
ターの取り組みにもフォーカスを当て、最新の情報をアップデート予定です。
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トピック３

サステナビリティ
と資本市場
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本セッションのテーマ：サステナビリティと資本市場

内容
{基本的なサステナビリティ・ESGに関し、⾦融機関関係者に押さえていただき

たいポイントを解説
⇒ESG要因(「E:環境」「S:社会」「G:ガバナンス」)の

主に「E」にフォーカス

キーワード
{ESG、サステナビリティ、資本市場
{TCFD (Task Force on Climate-related Financial Disclosures)
{⾦融活動にともなう排出量

(＝Financed Emission/⾦融機関のスコープ3/ポートフォリオ排出量)
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本セッションのテーマ：サステナビリティと資本市場

⾦融機関の対応：２つの視点

全体⾯

•インベストメントチェー
ンでの役割
•⾦融・経済システムでの
役割

個別⾯

•各ステークホルダーに対
し
•⾦融機関⾃⾝として
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ESGとキャピタルマーケッツ

気候変動、⽔セキュリティ、森林減少を含むESG要因との統合とその開⽰

個別銘柄・企業

分析・評価

ポートフォリオ
分析・評価

⾦融システム
⾦融市場

資本市場
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ESGとサステナビリティ

⼤前提：
優れたESG ⇒ ⾼いサステナビリティ（持続可能性）
ESGへの取り組み ⇒ よりサステナブルな⽅向へ進むため

ESGへの取り組み：
財務的なリターンを犠牲にしない
サステナブルな⽅法で、リターン最⼤化可能
コストばかりではなく収益機会もある
マルチプルなステークホルダーのニーズにケア可能



ステークホルダー（関係者） 主なインパクト
投資家 組織としての気候変動対応、運⽤⼿法・投資商品での対応、規制への対応、

事業の対応、供給先への対応、リスク管理の強化、対応するリソースの増
加

銀⾏・証券・保険等
企業
企業のサプライヤー

企業の顧客 サステナビリティ商品・サービス需要の⾼まり
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規制当局 情報開⽰のルール策定
中央銀⾏ ⾦融機関へのリスク管理強化要請、開⽰の強化、⾃⾝のポートフォリオの

脱炭素化
信⽤格付会社 信⽤格付⼿法への影響、企業のサステナビリティに対する意⾒表明
証券取引所 取引所上場企業の情報開⽰

ステークホルダー：迫られる気候変動対応
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Climate change is a financial risk
Climate-related risk is non-diversifiable

Source: United Nations, FSB, TCFD

サステナビリティ情報・ESG情報の開⽰



投資家
企業

顧客・サプライヤー

銀⾏・証券

保険会社

中央銀⾏

⾦融規制当局

信⽤格付会社

証券取引所

出所：CDP

キャピタルマーケッツ＝⻑期資⾦の取引が⾏われる市場
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企業の情報開⽰の今後→基準設⽴へ

国際財務報告基準（IFRS）財団による、国際サステナビリ ティ基準審議会
（ISSB）の設⽴を通じた、気候変動関連のリスクに関する基本的なグローバ
ルな報告基準を策定する。

⼀貫性があり、⽐較可能で、信頼性のある情報は、投資の分析に必要不可⽋。

企業の評価は、伝統的な財務情報の報告では捉えきれないリスクと機会にます
ます左右されるようになってきている。 それ故に、投資家はサステナビリ
ティの開⽰基準を⽀持するようになってきている。
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TCFDについて

気候関連情報を有価証券報告書のような企業の情報開⽰のメインとなる報告書
に⼊れる ⇒ ⾦融機関による企業分析や評価、意思決定を強化

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と⽬標

出所：TCFD
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⾦融活動による排出量
（Financed Emission/⾦融機関のスコープ3/ポートフォリオ排出量）

出所：「⾦融機関によるポートフォリオの脱炭素化」（CDP2020⾦融セクター質問書への回答報告

これら84機関から報告された⾦融活動に関連する平均排出量は、直接操業
の平均排出量の700倍以上である
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まとめ

ESG要因を評価する⇒アナリストは企業分析において投資リスクと機会に関す
るより広い視野を得ることが可能
気候情報開⽰の枠組み⇒TCFD、開⽰⽅法⇒ISSBで
企業や顧客との対話⇒TCFDの４つのカテゴリーを活⽤
⾦融機関のポートフォリオの脱炭素化⇒投融資に気候情報を利⽤⇒開⽰促進

次回は、以下を含め、実際の気候情報開⽰、その応⽤について説明します。
TCFD：気候情報を使って企業評価・投資分析
気候評価を使った⾦融商品
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◆ウェビナー・最新情報・お知らせはこちらを定期的にご覧ください。（随時最新情報が更新されます）
https://www.cdp.net/ja/japan/disclosure#294bb844ddeb59567c057ca538e2c3da

◇公募投信に対するクライメトリクス格付け
https://www.cdp.net/en/investor/climetrics/

CDP事務局
japan@cdp.net

キャピタルマーケッツ関連のお問い合わせ
capitalmarkets.japan@cdp.net

03-6225-2232
東京都千代⽥区⼤⼿町2-2-1 新⼤⼿町ビル3F xLINK ⼤⼿町オフィス
https://www.cdp.net/ja/japan


